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１．はじめに 

良質な住宅ストック形成とその適正な維持管理、

継承が重要になるなか、住生活基本計画では新築住

宅における認定長期優良住宅の割合を平成32年まで

に20％にすることを目標にしている。これに対する

平成25年度の実績は11.9％であるが分譲マンション

を始めとする共同住宅等では普及が進んでいない。 

これら状況を踏まえ、長期優良住宅認定マンショ

ンの現状把握と課題整理を目的とした調査を行った。 

２．認定住宅における性能確保の実態と課題 

平成26年度までに販売された長期優良住宅認定マ

ンション（52事例：把握できた範囲）を対象に建築

計画データの収集、分析を実施した。 

長期優良住宅の主な認定基準として住宅性能評価

の項目に係るものを表１に示す。この外、居住環境、

住戸面積、維持保全計画に係る基準がある。 

劣化対策、耐震性、維持管理・更新対策には認定

基準適合に複数の方法があり、いずれを採用するか

は事例により異なる（図1～3）。建物規模・住棟形

式では超高層・タワー型と中高層・板状型に大別さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ、これと耐震性や維持管理対策との関係をみると

前者は免震・制震、維持管理対策等級3、後者は耐震

等級2、維持管理対策は等級3とただし書き規定（一

定の条件下で排水立管の住戸内設定を容認）適用が

中心である（図4）。階高や平面計画において空間的

余裕が小さい中高層マンションにおいては、平成24

年4月の基準改定以降、維持管理対策のただし書き規

定の適用が急増している。 

３．認定取得に向けた課題 

住宅性能評価の実績（平成26年度）をみても共同

住宅等の耐震等級2以上は10％程度に止まっている。

特に建物規模や住棟形式から免震採用が難しい中高

層住宅において多様な耐震設計の方法が取り得るよ

う、建築基準法レベルの1.25倍の地震力以外での評

価手法の整備が求められている。 

４．今後の予定 

引き続き、認定住宅の実態把握、課題整理等、技

術資料の整理を進めつつ、多様な計画的・技術的対

応が可能となるよう、性能評価手法の多様化など、

今後も技術基準の見直しに反映していく予定である。 
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性能項目等 概  要 主な基準等 

構造躯体等の
劣化対策 

数世代にわたり住宅の構造躯体が使
用できる（構造躯体の使用継続期間
が少なくとも100年程度となる措置） 

等級3に加え、水ｾﾒﾝﾄ
比45％又はｺﾝｸﾘｰﾄの
かぶり＋1cm 

耐震性 
極めて稀に発生する地震に対し、継
続利用のための改修の容易化を図る
ため損傷のﾚﾍﾞﾙの低減を図る 

等級(倒壊等防止)2以
上または免震等 

維持管理・更新
の容易性 

設備配管の維持管理（点検・補修・更
新）が行いやすい 

維持管理・更新対策
等級3 (一部緩和あり) 

可変性 
ライフスタイルの変化等に応じて間取
りの変更がしやすい（配管、配線のた
めに必要な躯体天井高を確保） 

躯体天井高が 
2,650mm以上 

高齢者等対策 
将来のﾊﾞﾘｱﾌﾘ-改修に対応できる（共
用廊下・階段の幅員・勾配、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
の開口幅等の必要なｽﾍﾟｰｽを確保） 

等級(共用部分)3  
(手すり、段差、高低
差を除く) 

省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策 
必要な断熱性能等の省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能
を 確 保 （ 省 ｴ ﾈ 法 の H11 年基準
(H27.3.31まで)又はH25年基準適合） 

省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策等級4 

 

表1 長期優良住宅の認定基準の概要 

63.3% 34.7%
2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

等級３ ただし書適用 等級３・ただし書併用

71.4% 18.4% 10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水セメント比45％以下 最小かぶり厚さ1cm増 不明

38.8% 46.9% 6.1% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

耐震等級２ 免震構造 免震・制震構造 制震構造 不明

図1 劣化対策への適合方法 図2 耐震性への適合方法 図3 維持管理・更新対策への適合方法 

図4 建物規模と住棟形式による認定基準対応の特徴 
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１．はじめに 

都市の低炭素化の促進に関する法律が2012年12月

に施行され、「都市構造・交通分野」、「エネルギ

ー分野」、「みどり分野」の3分野を基本として低炭

素まちづくりに向けた取組みがなされている。この

うち「みどり分野」については、都市のみどりによ

る直接的なCO2固定・吸収の効果と熱環境改善による

周辺建物の省エネ効果を通じた間接な低炭素効果が

期待されているが、みどりの量的な実態把握が困難

であるため、実際は、樹木の本数など植生の状況が

管理されている公園緑地等における直接的なCO2固

定・吸収換算量の推定に留まっているのが現状であ

る。 

このため国総研では、「みどりを利用した都市の

熱的環境改善による低炭素都市づくりの評価手法の

開発」に関する研究１）を2015～2017年度の3年間の

予定で開始した。 

２．研究内容  

本研究は、図1に示す内容で構成される。 

 

図１ 研究構成 

 

①では、まず捉えにくい都市のみどりの実態を3

次元で把握するために航空レーザ計測を用いて3次

元的なみどりの分布を調査（図2）し、さらにみどり

が周囲の建物の熱的環境に及ぼす影響を調査する。

②では、熱や風の流れを数値計算によってシミュレ

ーションするCFD（数値流体力学）の手法を用いて街

区レベルで再現・評価して、低炭素化効果を定量的

に換算する手法を確立する。③では、①の分析結果

と②の検討で機能向上させた「都市の熱環境評価ツ

ール」２）を用いて、地域の状況に応じた効果的なみ

どりの配置方法を検討する。④では、③の検討成果

をもとに地方公共団体向けのマニュアル案を作成す

る。 

  

図２ みどりの3次元分布調査 

 

３．おわりに 

本研究では今後、みどりの間接的な低炭素効果を

定量的に換算する手法を開発するとともに、都市の

低炭素効果に資するみどりの適切な配置手法をマニ

ュアルとしてとりまとめ、地方公共団体によるみど

りを利用した効果的、効率的な低炭素まちづくりの

推進を技術的に支援していく予定である。 

☞詳細情報はこちら 

1) 国総研 都市研究部 都市計画研究室ホームページ 

http://www.nilim.go.jp/lab/jbg/green/green.html 
2) 都市の熱環境対策評価ツール 

http://www.nilim.go.jp/lab/icg/hyouka-tool.htm 
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